
北海道小規模企業振興条例（事業の承継の円滑化）について 

 

 

 

 

 

 

 

１．展開の方向 

（１）専門家によるきめ細かな情報提供と相談指導 

（２）円滑な事業承継に向けた支援 

（３）創業支援の取組と連動した事業承継の促進 

 

２．主な道の取組（Ｒ４～Ｒ８） 

主な関連事業 事業概要 備 考 

（１）専門家によるきめ細かな情報提供と相談指導 

 北海道事業承継・引継ぎ

支援センターとの連携に

よる支援体制の構築 

国の委託により、札幌商工会議所のほか、道内８カ

所の商工会議所にサテライトを設置。事業承継サポ

ートネットワークと連携し、後継者不在で事業存続

に不安を抱える中小企業に対してＭ＆Ａの活用に

より他の中小企業に事業を引継ぐためアドバイス

を行う 

Ｒ３～ 

（２）円滑な事業承継に向けた支援 

 事業承継サポートネット

ワークの活用 

北海道が、地域全体で事業承継を支えることを目的

に、道内６圏域（道央、道南、道北、オホーツク、

十勝、釧路・根室）において、市町村や商工団体、

金融機関などで構成する「事業承継サポートネット

ワーク」を整備 

※Ｈ30 より、事務局は北海道中小企業総合支援セ

ンターに移管 

Ｈ２８～ 

Ｈ２９（整備） 

 

Ｈ３０～ 

（移管・自走化） 

北のふるさと事業承継支

援ファンド投資有限責任

組合に対する出資金 

小規模企業の事業活動の継続を図るため、官民連携

の資金供給ファンドに対し、出資を実施し、事業承

継の取組を支援。新規投資は令和４年度をもって終

了し、ファンド存続期間の令和 15年度末まで支援

企業への伴走支援を実施 

（投資実績：10件、総出資額 174百万円） 

Ｈ２９～ 

北海道中小企業総合振興

資金による融資（事業承

継貸付） 

事業承継に取り組む中小企業者等に対し、必要な事

業資金の円滑化を図るための金融支援を実施 

 

Ｒ２～ 

北海道移住受入体制強化

事業   

総合的な相談窓口である「ふるさと移住定住推進セ

ンター（東京・札幌）」において「しごと」「住まい」

「暮らし」の情報を一元的に発信するほか、移住希

望者へのきめ細やかな相談対応を実施 

Ｒ４～ 

（３）創業支援の取組と連動した事業承継の促進 

 北海道後継者人材バンク

との連携 

国の委託により、北海道事業引継ぎ支援センターに

設置。事業承継サポートネットワークと連携し、創

業意欲の高い人材と後継者不在事業者とのマッチ

ングを実施 

Ｒ元～ 

（事業の承継の円滑化） 
第 13条 道は、小規模企業の事業の承継の円滑化を図るため、経営者の意識の醸成、
後継者の育成等に係る研修の充実、事業の承継に関する情報の提供、事業の承継を支
援する人材の育成、専門家による相談体制の整備その他の必要な措置を講ずるものと
する。 
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プロフェッショナル人材

センター運営事業 

企業の課題解決に資するプロフェッショナル人材

の確保と定着のため、「北海道プロフェッショナル

人材センター」を設置し、道内企業への支援を行う

ほか、副業・兼業の活用を促進するため、企業が要

する費用の補助を行う 

Ｒ２～ 

ＵＩＪターン新規就業支

援事業 

東京圏からのＵＩＪターンによる新規就業を促進

するため、マッチングサイトを運営し、移住して就

業・起業した者に移住支援金及び地方就職支援金を

給付する市町村に対して補助をする 

Ｈ３１～ 

北海道移住受入体制強化

事業   

総合的な相談窓口である「ふるさと移住定住推進

センター（東京・札幌）」において「しごと」「住ま

い」「暮らし」の情報を一元的に発信するほか、移

住希望者へのきめ細やかな相談対応を実施 

Ｒ４～ 

 

【参考】国の主な事業承継関連施策 

区分 施策の名称 施策内容 所管省庁 

市町村の 

取組支援 

事業承継人材マッチング

支援事業（特別交付税） 

市町村がハブとなり、地域企業と事業承継

等人材とのマッチングを支援する単独事業

に特別交付税を措置 

（1団体 1,500万円上限×0.5） 

総務省 

相談体制 事業承継・引継ぎ支援セ

ンター 

47都道府県に設置し、専門家による事業

承継の相談、マッチング支援等を実施 

経済産業省 

（中小企業庁） 

意識醸成 事業承継診断 簡単なチェックシートで事業承継に関する

課題の抽出を行うことができる取組 

経済産業省 

（中小企業庁） 

人材支援 地域おこし協力隊 

（任期延長特例） 

地域協力活動として地場産業等に従事し、

任期終了後に一定の要件の下で当該地場産

業等に係る起業・事業承継を行うこととす

る場合、活動期間を最大５年に延長可能 

総務省 

プロフェッショナル人材

戦略拠点 

45都道府県に設置し、潜在成長力ある地域

企業に対し、経営戦略の策定支援とプロフ

ェッショナル人材の採用支援活動を実施 

内閣府 

後継者人材バンク 事業承継・引継ぎ支援センターに設置され、

後継者不在の小規模事業者と起業家をマッ

チング 

経済産業省 

（中小企業庁） 

補助制度 事業承継・M&A補助金 

（専門家活用枠） 

専門家活用（仲介手数料、DD費用等）を助

成（補助率 1/2~2/3、上限 600万円） 

経済産業省 

（中小企業庁） 

事業承継・M&A補助金 

（事業承継促進枠） 

５年以内に事業承継（親族内承継・従業員

承継）を予定している場合に、設備投資等

を助成（補助率 1/2~2/3、上限 1千万円） 

税 制 事業承継税制（特例措置） 

〔法人の場合〕 

非上場の株式等の承継に伴う贈与税・相続

税の負担を実質ゼロとする特例措置 

（申請期限：Ｒ9年９月末） 

財務省 

／経済産業省 

事業承継税制（特例措置） 

〔個人事業主の場合〕 

個人事業主の特定事業用資産の承継に伴う

贈与税・相続税の負担を実質ゼロとする特

例措置（申請期限：Ｒ10年９月末） 
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３．関係機関との連携の状況 

 

４．後継者不在率の推移 

 

 

＜Ｒ７後継者の状況（全国地域別）＞ 

後継者あり 後継者なし 後継者不在率

（企業数） （企業数） Ｒ７（2025年）

北海道 4,061 7,096 63.6%

東北 8,255 8,561 50.9%

関東 50,577 48,524 49.0%

北陸 5,549 6,152 52.6%

中部 19,697 18,266 48.1%

近畿 26,147 22,767 46.5%

中国 6,403 9,001 58.4%

四国 3,467 4,253 55.1%

九州 13,804 14,142 50.6%

合計 137,960 138,762 50.1%

（出典：帝国データバンク）

地域別 備考

・Ｒ７（2025）年の本道の後継者不在率
は63.6％と全国９エリアで最も高い状況
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全国平均と比較すると、本道の

後継者不在率は、１０～１４％
ほど全国より高い。 

 

 

 

事業承継サポートネットワーク 
（設立：H28～H29） 

 

 

北海道 
国 

市町村 

北海道事業承継・ 
引継ぎ支援センター 

金融機関 

商工会・ 
商工会議所 

専門家 
（税理士、弁護士、
中小企業診断士等） 

・小規模企業者の親族外承継を官民
ファンドにより支援 

・北海道後継者人材バンクの活用促
進による第三者への事業承継促進 

・道制度融資による金融支援 

・施策実施 
・個別相談 
・情報提供 等 

 

・資金供給 
・個別相談 
・事業承継診断
の実施 等 

 

・事業承継･引継ぎ補助金に
よる事業承継促進支援 

・事業承継税制による相続
税･贈与税の負担軽減支援 

・巡回訪問指導 
・事業承継診断
の実施 等  

・親族内承継や親族外承継等 
に関する相談サポート 

・北海道後継者人材バンクに
よる後継者不在企業と創業
希望者とのマッチング支援 

・事業承継の啓発活動 

 

道内各地域の実情に通じた身近な支援機関の
連携を強化し、地域全体で事業承継を支える
ことを目的に設立し、小規模企業の円滑な 
事業承継を支援 

北海道 
信用保証協会 

連携 

中小企業総合支援 

センター【事務局】 

・プッシュ型事業承継支
援高度化事業による個
別相談対応や専門家派

遣等支援 
・事業承継診断の実施 等 

北海道よろ
ず支援拠点 

・個別相談 
・専門家派遣  

・事業承継関連保証制
度による事業承継に 
必要な資金調達支援 
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